
資料３ 

平成１９年（２００７年）新潟県中越沖地震被害への経済産業省の対策について 
平成１９年８月１日 

経済産業省 
 
１．原子力安全対策 
○ ７月１６日深夜、経済産業大臣から、東京電力に対して、柏崎刈羽原子力発
電所の安全が確認されるまで、運転の再開を見合わせること等を指示。他の

電力会社等に対しても、消防活動の体制の点検及び放射能漏れ等の事故の報

告体制について指示。 
○７月２０日、経済産業大臣から、電力会社等１１社の社長に対し、①自衛消

防体制の強化、②迅速かつ厳格な事故報告体制の構築、及び③国民の安全を

第一とした耐震安全性の確認を指示。 
○ ７月３１日、総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会の下に、「中
越沖地震における原子力施設に関する調査・対策委員会」を設置。地震発生

時の自衛消防体制、今回の地震を踏まえた耐震安全性の評価、設備の健全性

等とともに、今後の課題と対応を取りまとめる予定。 
 
２．電力需給対策 
○ 関東圏において、梅雨明け以降電力の高需要期を迎えるに当たり、電力の安
定供給に万全を期す観点から、７月２０日に経済産業省関東圏電力需給対策

本部（本部長：経済産業大臣）を設置・開催し、更なる供給力の確保、産業

界への節電要請等の需給両面の対策を決定。 
 
３．被災中小企業対策等 
 ○７月１７日に、中小企業特別相談窓口の設置（２７ヶ所）、災害復旧貸付の適

用、既往債務の返済条件緩和等の支援を実施。また、７月１７日及び２６日

に、電気料金・ガス料金の災害特別措置を認可。 
 ○７月２３日に中小企業庁長官を現地に派遣して行った調査結果に基づき、大

臣から関係経済団体の長あて、地元中小企業への支援を要請。激甚災害指定、

セーフティネット保証の発動に向け手続き中。 
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（参考） 
Ⅰ．平成１９年（２００７年）新潟県中越沖地震の概要 
発生日時：平成１９年７月１６日（月）１０時１３分 
震源地：新潟県上中越沖（北緯３７．５度、東経１３８．６度） 
震源の深さ：約１７ｋｍ、規模：マグニチュード６．８（推定） 
震度６強以上の地域：（新潟県）柏崎市、長岡市、刈羽村、（長野県）飯
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Ⅱ．経済産業省関連の主な被害状況等 
１．原子力 ＜東京電力柏崎刈羽原子力発電所＞ 
・２、３、４、７号機：地震により自動停止。１、５、６号機：停止中。 
・３号機建屋外部の変圧器で火災発生。（１６日１２時１０分鎮火） 
・６号機から、微量の放射能を含んだ水の外部への漏えい。規制基準の１０億分の１程度と

評価。また、７号機主排気筒から、ヨウ素及び粒子状放射性物質を検出。放出量は一般公

衆の被ばく線量限度（１ミリシーベルト／年）に対して１０００万分の２程度と評価。固

体放射性廃棄物を保管しているドラム缶の転倒等が発生。 
 
２．電力 ＜東北電力＞ 
・最大３５，３４４戸が停電。他電力会社の応援要員も含め２，１００名体制で、倒壊した

家屋等を除き７月１８日２１時５９分に送電を完了。 
 
３．都市ガス＜柏崎市ガス水道局＞ 
・現時点での復旧対象残数は、２３，９６５戸。 
・日本ガス協会が７月１８日から総勢約２，１００名の応援隊を柏崎市に派遣し、復旧作業

中。同協会等が移動式ガス発生設備の設置（２０台程度。そのうち柏崎中央病院等で９台

稼働中）及びカセットコンロ（５，３００台）を同市に搬入し、市・自衛隊等が配布中。 
 
４．ガソリンスタンド 
・震度６強を記録した柏崎市、刈羽村、飯綱町のガソリンスタンドのうち、２カ所が営業停

止中。柏崎市の５スタンドが２４時間営業に切替え。 
 
５．工業用水 
・柏崎市工業用水道事業は、配水管での漏水が発生し、給水が停止したが、既に復旧済み。 

 
６．産業関係 
・柏崎市内の自動車部品メーカー「リケン」社が被災して生産停止。自動車メーカー等各社

も、７月１９日から生産休止。自動車メーカー関係者が一体となってリケンの復旧作業に

当たり、７月２３日には復旧。これを受け、自動車メーカー等各社も概ね７月２４日以降

再開。 


